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9.	 	 研究実績の概要	 

下欄には、当該年度に実施した研究の成果について、その具体的内容、意義、重要性等を、交付申請書に記載した	 

「研究の目的」、「研究実施計画」に照らし、600 字～800 字で、できるだけ分かりやすく記述すること。また、国立	 

情報学研究所でﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ化するため、図、ｸﾞﾗﾌ等は記載しないこと。	 

３つのヘテロ芳香環がトライアングル状に連結したターアリーレン誘導体は光可逆なフォトクロ

ミズムを示し、非常に高い光反応量子収率を示す。本研究ではターアリーレン分子の高い量子収率と

熱安定な閉環状態に着目し、反応点炭素に脱離基を導入することで閉環体形成後脱離反応により環化

化合物が固定される不可逆な光反応系を構築した。ターアリーレンの分子骨格と既知の制がん剤であ

るインドロカルバゾール骨格が類似していることからターアリーレンの分子設計をベースに光によ

る選択的な平面分子の形成を目標としていた。 
この一年ではインドロカルバゾール骨格に着手する前に脱離反応の反応機構を解明する目的でモ

デル分子を３種類合成した。それぞれの分子にはアルコキシ基とメチル基を導入した。メタノール脱

離反応は酸添加、または高極性溶媒中で進行したため、カルボカチオン経由の E1脱離反応が進行し
ていると仮定し実験した。化合物の同定、分光特性を評価した結果、脱離反応は予想通りカルボカチ

オン経由の E1脱離反応であることが示唆され、量子化学計算からも裏付けとなる結果が得られた。
この成果については現在論文執筆中である。	 
現在は制がん剤として機能するターアリーレンとしてまずターアリーレン分子を水溶化させること

が重要と考え、分子内に糖を導入した分子骨格の合成を途中段階まで進めている。最終的に既知のイ

ンドロカルバゾール誘導体に近づけた分子の合成を目指す。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  
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